
一般競争入札を行いますので、京都市交通局契約規程第３２条の４の規定に基づき、次

のとおり公告します。 

令和５年１２月２５日 

京都市公営企業管理者 

交通局長 北村 信幸 

 

１ 入札に付する事項 

（１）購入等件名 

   （単価契約）電力の供給（西賀茂営業所ほか５施設） 

（２）購入物品の特質等、需要予定電力量等 

   入札説明書、仕様書及び「電力入札に関するよくある質問」（以下「入札説明書等」

という。）のとおり 

（３）契約（供給）期間 

   令和６年４月１日０時から令和７年３月３１日２４時まで 

（令和６年４月計量日から令和７年４月計量日の前日まで） 

（４）納入場所 

   西賀茂営業所、錦林出張所、九条営業所、横大路営業所、梅津営業所及び洛西営業所 

２ 入札参加資格に関する事項 

  以下に掲げる入札参加資格の種類に応じ、その全てを満たす者 

（１）入札の前に確認する資格（以下「事前確認資格」という。） 

ア 一般競争入札参加資格確認申請書を提出しようとする日（以下「申請日」という。）

の前日において京都市交通局契約規程（以下「規程」という。）第４条第１項に規定

する一般競争入札有資格者名簿（物品）に登載されている者（以下「登録業者」と

いう。）又は登録業者以外の者で申請日の前日までに令和４年８月８日付け公告に

定める物品の資格の申請を行っている者。 

イ 申請日から事前確認資格の確認の日までの間において、京都市交通局競争入札等

取扱要綱（以下「要綱」という。）第２９条第１項の規定に基づく競争入札参加停止

（以下「参加停止」という。）を受けていないこと。 

ウ 電気事業法第２条第１項第３号の規定により小売電気事業の登録を受けた者（以

下「小売電気事業者」という。） 



エ 入札に参加しようとする需要施設に要する予定使用電力量の供給に十分な電源を

確保していること。 

オ 入札に参加しようとする電気事業者が、電力の供給約款を定めている場合は、その

供給約款が、供給約款を定めていない場合は、電力の供給条件が、一般送配電事業

者（入札の対象施設が供給区域内にあるものに限る。）の電気供給条件（高圧）に準

じた内容のものであること。 

カ 令和６年１月１０日午後５時までに、本市環境政策局地球温暖化対策室に「京都市

環境に配慮した電力調達契約評価項目報告書」を提出し、かつ、事前確認資格の確

認の日までに「京都市環境に配慮した電力調達契約評価基準」を満たしていると認

められた者又は再生可能エネルギー（再生可能エネルギー源（エネルギー供給事業

者による非化石エネルギー源の利用及び化石エネルギー原料の有効な利用の促進に

関する法律第２条第３項に規定する再生可能エネルギー源をいう。）を利用して得

ることができるエネルギーをいう。）比率１００％電気（京都市地球温暖化対策条例

施行規則第４条に規定される再生可能エネルギー電気としての価値が付与され

た電気を含む）の料金メニューで契約する者（以下「再生可能エネルギー比率１００

％電気の料金メニューで契約する者」という。） 

キ 本件入札に参加しようとする個人、法人の代表者又は個人若しくは法人の代表者

の委任を受けた者（以下「代表者等」という。）が本件入札に参加しようとする他の

代表者等と同一人でないこと。 

（２）開札の後に確認する資格（以下「事後確認資格」という。） 

ア 登録業者以外の者で、申請日の前日までに令和４年８月８日付け公告に定める資

格の申請を行っている者にあっては、開札の時までに当該公告に定める資格を有す

る者であると認められていること。 

イ 事前確認資格の確認の日から事後確認資格の確認の日までの間において、参加停

止を受けていないこと。 

３ 入札説明書等及び一般競争入札参加資格確認申請書の交付 

入札説明書等及び一般競争入札参加資格確認申請書については、公告の日から令和６

年１月１８日まで、下記（１）のウェブページに掲載するとともに、下記（２）の場所

においても無償で交付する。ただし、下記（２）の場所における無償配布の交付時間は、

京都市の休日を定める条例に規定する本市の休日（以下「休日」という。）を除く日の午



前９時から正午まで及び午後１時から午後５時までとする。 

（１）京都市交通局契約に関する情報のウェブページのアドレス 

   https://www.city.kyoto.lg.jp/kotsu/page/0000006512.html 

（２）交付場所 

〒６１６－８１０４ 

京都市右京区太秦下刑部町１２番地 サンサ右京５階 

京都市交通局企画総務部企画総務課契約担当 

電話 ０７５－８６３－５０９５ 

４ 入札方法等 

（１）入札は、次に掲げる方法のいずれかによる。 

ア 電子入札コアシステムに対応している認証局が発行したＩＣカード（本市に提出

済みの「使用印鑑届」の代表者名と同一人のもの又は受任者がいる場合には受任者

の氏名と同一人のもので、かつ、落札決定までの期間において有効であるものに限

る。）を取得したうえで、京都市電子入札システムへの利用者登録を行っている者が、

インターネットを利用して入札データを送信する方法（以下この方法により入札し

ようとする者を「インターネット利用者」という。） 

イ 入札端末機利用者カード（規程第７条第４項に規定する入札端末機利用者カード

をいう。）の交付を受けている者が、京都市交通局企画総務部企画総務課（以下「企

画総務課」という。）窓口に設置する入札端末機（規程第７条第２項に規定する入札

端末機をいう。以下同じ。）を使用することにより入札データを送信する方法（以下

この方法により入札する者を「端末機利用者」という。） 

ウ 書留郵便により入札書を送付する方法（以下この方法により入札しようとする者

を「郵便利用者」という。）。ただし、この方法による入札は、登録業者以外の者で、

申請日の前日までに令和４年８月８日付け公告に定める資格の申請を行っている者

のうち、５（２）により事前確認資格があると認めた者のみを対象とする。 

（２）インターネット利用者は、５（１）イにより一般競争入札参加資格確認申請書を送

信しようとする日の前日までに京都市電子入札システムの利用者登録を行っていなけ

ればならない。また、所定の期日までに利用者登録したインターネット利用者であっ

ても、５（１）イに定める期限までに京都市電子入札システムに一般競争入札参加資

格確認申請書を送信しなかった者はインターネットを利用して入札データを送信する



ことはできない。この場合において、その者（令和６年１月１８日午後５時までに、

３（２）の場所に５（１）アの提出書類を別途提出し、事前確認資格があると認めら

れた者に限る。）は入札期間の最終日の１日前までに、入札端末機の一時使用の申請を

行ったときは、入札端末機を利用して入札データを送信することができる（入札端末

機利用者カードの発行を受けていないときは、あらかじめ、入札端末機利用者カード

の発行を申請し、同カードの発行を受けておくこと。）。 

（３）端末機利用者が、入札端末機利用者カードの発行を受けていないときは、入札期間

の最終日の１日前までに、入札端末機利用者カードの発行を申請し、同カードの発行

を受け入札すること。 

（４）契約の締結は単価契約により行うので、入札に当たっては、基本料金、月ごとの電

力量料金などの単価を設定することを条件とする。 

なお、入札に当たっては、国の「電気・ガス価格激変緩和対策事業」に基づく値引

き前の金額で入札を行い、実際の料金請求時に値引きを行うこと。 

（５）落札の決定は、上記（５）による単価に基づいて算定された、契約期間に係る電気

料金の総額の比較によって行う。  

   なお、この電気料金の総額には、電力の供給に必要な一切の諸費用を含めるものと

する。ただし、再生可能エネルギー発電促進賦課金及びアンシラリーサービス料金に

ついては、含めないものとする。 

（６）落札決定に当たっては、入力又は記載された金額（電気料金の総額）に当該金額の

１００分の１０に相当する額を加算した金額（当該金額に０．０１円未満の端数があ

るときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札者は、消

費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）に係る課税事業者であるか免税事業

者であるかを問わず、契約（供給）期間に係る総額として見積もった契約希望金額の

１１０分の１００に相当する金額を入力又は記載すること。 

（７）本契約は単価契約とし、積算に用いた単価及び算出式については、契約期間適用す

るものとする。 

（８）入札の前に入札参加者の数及び商号（法人にあっては名称）の公表は行わない。 

（９）予定価格は、次のとおりとする。 

   予定価格 ３０,８８４,２１０円（消費税等相当額を含まない。） 

５ 事前確認資格の確認の手続 



（１）入札に参加しようとする者は、下記イの表の第１欄に掲げる入札方法による区分に

応じ、それぞれ第２欄に掲げる提出方法により、それぞれ第３欄に掲げる受付期間内

において、下記アに掲げる書類を提出しなければならない。 

   なお、指定する期間内に必要な書類を提出しない者又は事前確認資格がないと認め

られた者は、本件入札に参加することができない。 

ア 提出書類 

（ア）一般競争入札参加資格確認申請書（以下「申請書」という。） 

（イ）申請書の添付書類 

   ２（１）エからカに掲げる条件に係る証明書類等 

※２（１）オについては、指定様式により証明書を作成し、提出すること。カ

の再生可能エネルギー比率１００％電気の料金メニューで契約する者につい

ては、要件を満たす再生可能エネルギーを供給することが確認できる資料（指

定様式「特定電源割当の予定について」）を提出すること。また、「京都市環

境に配慮した電力調達契約評価項目報告書」を提出する場合については、本

市環境政策局地球温暖化対策室に１部提出すること。提出方法等の詳細につ

いては同室の指示に従うこと。 

〒604－8571 京都市中京区寺町通御池上る上本能寺前町 488 

京都市環境政策局地球温暖化対策室  

電話 075-222-4555 

（ウ）返信用封筒 

   端末機利用者及び郵便利用者のうち、一般競争入札参加資格確認通知書の郵送

を希望する者のみ必要とし、表に返信先を記載し、簡易書留料金分を加えた料金

分の切手を貼付すること。 

イ 提出方法等 

第１ 第２ 第３ 

インターネット

利用者 

申請書については、京都市電子

入札システムにおいて必要事項

を入力し、送信すること。 

公告の日から令和６年１月 

１８日まで（休日を除く。）の

午前９時から午後５時まで 

 

５（１）ア（イ）に掲げる書類

については、３（２）の場所へ

持参し、又は書留郵便を到着さ

せること。 

（ただし、持参の場合は、正

午から午後１時までを除

く。）。 



端末機利用者 

及び郵便利用者 

３（２）の場所へ持参又は書留

郵便を到着させること。 

公告の日から令和６年１月 

１８日まで（休日を除く。）の

午前９時から午後５時まで（た

だし、持参の場合は、正午から

午後１時までを除く。）。 

（２）事前確認資格の確認 

   申請書の受領後、事前確認資格の確認を行い、その結果を次の表の左欄に掲げる入

札方法による区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる方法により通知する。この場

合において、資格がないと認めた者に対しては、その理由を付して通知する。 

インターネット

利用者 

令和６年１月２３日以降に、事前確認資格の確認結果を電子入

札システムにより確認するよう電子メールを送信する。 

端末機利用者 

及び郵便利用者 

令和６年１月２３日以降に、一般競争入札参加資格確認通知書

により通知する。 

（３）事前確認資格がないと認めた者に対する理由の説明 

ア 事前確認資格がないと認められた者は、管理者に対し、書面により、事前確認資

格がないと認めた理由の説明を求めることができる。 

イ ５（３）アの規定により理由の説明を求めようとする者は、５（２）の規定によ

る通知を受けた日から次の表に掲げる提出期限の日時までの間に、書面を３（２）

の場所へ持参し提出しなければならない（受付時間は、休日を除く日の午前９時か

ら正午まで及び午後１時から午後５時までに限る。）。管理者は、書面の提出があっ

たときは、同表の発送期日の月日までに書面による回答を発送する。 

提出期限 発送期日 

令和６年１月２６日 午後５時 令和６年１月３１日 

６ 入札説明書等に対する質問期限及び回答期日 

（１）入札説明書等に対して３（１）のウェブページに掲載している「電子入札に関する

よくある質問」以外の質問をしようとする者は、管理者に対し、質問事項、住所、商

号及び氏名（法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称及び代表者氏名、届出済

みの受任者（以下「受任者」という。）がある場合には、受任者に係る事務所の所在地

及び氏名）を記載、押印した書面を６（２）の表の提出期限までに、３（２）の場所

へ持参し提出しなければならない（受付時間は、休日を除く日の午前９時から正午ま

で及び午後１時から午後５時までに限る。）。 



（２）管理者は、６（１）による質問を受けたときは、次の表の回答期日までに質問に対

する回答書を、３（１）のウェブページに掲載するとともに、３（２）の場所におい

て閲覧できるようにする。 

   なお、提出期限の経過後は、入札説明書等に対する質問は、一切受け付けない。 

提出期限 回答期日 

令和６年１月１８日 午後５時 令和６年１月２３日 

７ 入札期間及び開札日時等 

（１）インターネット利用者の入札期間 

   令和６年２月５日、６日及び７日 

   午前９時から午後５時まで 

（２）端末機利用者の入札期間 

   令和６年２月５日、６日及び７日 

   午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時まで 

   なお、３（２）の場所に設置した入札端末機の利用を希望する者で、入札端末機利

用者カードの交付を受けていない者は、入札期間の最終日の１日前までに所定の手続

をすること。 

（３）郵便利用者の入札期間 

   令和６年２月７日午後５時までに、３（２）の場所に必着させること。 

（４）開札日時 

   令和６年２月８日午前９時から開札する。 

（５）入札を辞退する場合 

   事前確認資格があると認められた者が入札を辞退する場合、インターネット利用者

及び端末機利用者は「辞退」と必ず入力し、送信すること。郵便利用者は「辞退届」

を７（３）の期間までに、書留郵便により３（２）の場所に必着させること。 

   上記の辞退手続を取らない場合は、入札無断欠席として、参加停止等の措置を行う。 

なお、本件入札においては、上記５（１）の手続により、一般競争入札参加資格確

認申請書を提出し、入札参加資格が認められた者は、必ず有効な入札を行わなければな

らない（入札参加辞退若しくは予定価格の範囲外での無効な入札を行った場合又は最

低価格入札者であった者が落札に至らなかった場合は、入札参加停止等の措置を行う

ことがある。）。 



８ 事後確認資格の確認 

（１）開札後、事後確認資格の確認を行う。確認を行った結果、事後確認資格がないと認

められたときは、その者の行った入札は無効とする。 

   なお、事後確認資格の確認の結果については、通知を行わない。 

（２）事後確認資格がないと認められた者は、落札決定日の翌日から５日（日数の計算に

当たっては、休日を除く。）以内に請求があった場合に限り、事後確認資格がないと認

めた理由を口頭により通知する。ただし、上記期間内に、書面による通知を請求する

旨の書面による請求があった場合には、書面による通知を行う。 

９ 競争入札参加資格の確認の取消し 

  管理者は、入札参加資格があると認めた者が、次の各号のいずれかに該当することと

なったときは、その者の入札参加資格を取り消す。この場合において、確認の取消し対

象となった入札参加資格が事前確認資格であるときは、その者に対し、その旨を通知す

るものとする。 

（１）落札決定の日時までに、規程第２条の規定により公告し、又は要綱第１４条の規定

により定めた２の入札参加者の資格を喪失したとき。 

（２）事前確認資格の確認後、落札決定の日までの期間に参加停止を受けたとき。 

（３）（１）及び（２）に掲げるもののほか、本件入札に参加する者に必要な資格を欠くこ

ととなったとき。 

（４）その他管理者が特に入札に参加させることが不適当であると認めたとき。 

10 落札決定日及び落札者の決定方法 

  落札決定日は、令和６年２月８日とする。予定価格の範囲内で入札し、かつ、事後確

認資格があると認められた者の中で、最低の価格をもって入札した者を落札者とする。 

11 落札決定の通知等 

（１）落札決定の通知 

   落札者に対しては、落札した旨を以下のとおり通知する。 

ア 落札者がインターネット利用者である場合 

  落札結果を電子入札システムで確認するよう、電子メールを送信する。 

イ 落札者が、端末機利用者又は郵便利用者である場合 

  落札決定日に電話により通知する。 

（２）落札者以外の入札参加者に対する通知 



ア インターネット利用者である場合 

  落札結果を電子入札システムにより確認するよう、電子メールを送信する。 

イ 端末機利用者又は郵便利用者である場合 

  落札決定日の翌日から５日（日数の計算に当たっては、休日を除く。次号におい

て同じ。）以内に請求があった場合に限り、落札結果を口頭により通知する。ただし、

上記期間内に、書面による通知を請求する旨の書面による請求があった場合には、

書面による通知を行う。 

（３）落札者以外の入札参加者に対する書面による理由説明 

   落札者とならなかった者は、落札決定日の翌日から５日以内に、その理由について

説明を求めることができる。回答は、口頭又は書面（請求が書面によるもので書面に

よる通知を請求したものである場合に限る。）により行う。 

（４）入札の執行結果の公表 

   入札の執行結果は、原則として落札決定日の翌開庁日から、３（１）のウェブペー

ジ又は３（２）の場所での入札執行結果表の閲覧により、確認できるようにする。 

（５）落札者が契約を締結しない場合 

   落札者が契約を締結しないときは、契約辞退に該当するため、３か月の参加停止を

行い、さらに当該入札金額の１００分の５に相当する額を違約金として徴収する。 

12 入札の無効 

（１）規程第７条の２各号（第３号及び第１３号を除く。）に定めるもののほか、申請書そ

の他の提出書類に虚偽の記載をした者が行った入札は、無効とする。 

（２）この入札において、代表者等と同一人である者の双方が入札したことが判明したと

きは、当該代表者等及び同一人である者のした入札は、規程第７条の２第１４号に基

づきそれぞれ無効とするとともに、参加停止を行う。 

   また、この入札により落札者を決定した場合において、契約を締結するまでの間に、

落札者となった代表者等が、この入札において入札した他の代表者等と同一人であっ

たことが判明したときは、契約を締結せず、それぞれについて参加停止を行う。 

13 予算不成立の場合の無効 

契約日は、令和６年４月１日とする。ただし、本件調達に係る予算が成立しない場

合は、契約を締結しない。また、京都市の都合により、本件調達に係る予算を計上し

ない場合又は減額する場合があり、これらの場合においては、落札者と契約を締結し



ないこと又は契約締結前後において予定数量・金額等を大幅に削減することがある。 

なお、これらの契約不締結や減額等によって、落札者において損害が発生した場合

であっても、落札者は、京都市に対し、その補償等を一切請求することはできない。 

14 その他 

（１）この調達は、政府調達に関する協定その他の国際約束の適用を受けるものである。 

（２）手続において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

（３）入札保証金及び契約保証金  免除 

（４）契約書作成の要否  要 

   契約書は京都市交通局標準契約書を使用する。 

（５）２（２）アに該当する者が落札者となったときは、契約の締結時に京都市暴力団排

除条例施行規則第７条に規定する誓約書を提出すること。 

   なお、誓約書を提出しない場合は、契約辞退に該当するため、参加停止を行うとと

もに、入札金額の１００分の５に相当する額を違約金として徴収する。 

（６）予定価格が８，０００万円以上となる案件の受注者は、ＳＤＧｓをはじめとする持

続可能な社会を構築する取組の重要性を理解し、取り組みに努めるものとし、契約後

２か月以内にその旨を宣言する文書を提出すること。 

上記の文書の詳細（ＳＤＧｓをはじめとする「持続可能な社会」の実現へ！）につ

いて掲載しているウェブページアドレス（R4.7.8付け） 

https://www.city.kyoto.lg.jp/kotsu/page/0000156985.html 

（７）再生可能エネルギー比率１００％電気の料金メニューで契約した者は、供給する電

力量に占める再生可能エネルギー電気の比率について確認できる資料を、契約期間中

に書面で提出しなければならない。 

（８）詳細は、入札説明書による。 

（９）本公告に関する問合せ先  ３（２）の交付場所に同じ。 

15 Summary 

（１）Contract items up for tender： 

   Supply of electric power to use at Nishigamo Bus office, Kinrin Bus office, 

Kujō Bus office, Yokoōji Bus office, Rakusai Bus office 

（２）Time-limit for the submission of application forms and relevant documents 

for the qualification：5:00 p.m. 18 January, 2024 



（３）Time-limit of tenders：5:00 p.m. 7 February, 2024 

（４）Contact point for the notice：Planning and General Affairs division，Planning 

and General Affairs Department，Kyoto Municipal Transportation Bureau 

  12, Uzumasa-Shimokeibu-cho, Ukyo-ku, Kyoto 616-8104, Japan 

  Phone 075-863-5095 

（５）Inquiries will only be accepted in Japanese. 

（交通局企画総務部企画総務課）

 



 

 

 

 

 

 

入 札 説 明 書 
 

 

 

 

 

 

 

（単価契約）電力の供給（西賀茂営業所 

ほか５施設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

京都市交通局企画総務部企画総務課 

 



- 1 - 

一般競争入札の実施（令和５年１２月２５日公告）に基づく入札等については、関

係法令に定めるもののほか、この入札説明書によるものとする。 

 

１ 入札に付する事項 

（１）購入等件名 

   （単価契約）電力の供給（西賀茂営業所ほか 5 施設） 

（２）購入物品の特質等 

   入札説明書及び仕様書（以下「入札説明書等」という。）のとおり 

（３）契約（供給）期間 

   令和６年４月１日０時から令和７年３月３１日２４時まで 

（令和６年４月計量日から令和７年４月計量日の前日まで） 

（４）納入場所 

   西賀茂営業所、錦林出張所、九条営業所、横大路営業所、梅津営業所及び洛

西営業所 

 

２ 入札参加資格に関する事項 

  以下に掲げる入札参加資格の種類に応じ、その全てを満たす者 

（１）入札の前に確認する資格（以下「事前確認資格」という。） 

ア 一般競争入札参加資格確認申請書を提出しようとする日（以下「申請日」

という。）の前日において京都市交通局契約規程（以下「規程」という。）第

４条第１項に規定する一般競争入札有資格者名簿（物品）に登載されている

者（以下「登録業者」という。）又は登録業者以外の者で申請日の前日までに

令和５年８月８日付け公告に定める物品の資格の申請を行っている者 

イ 申請日から事前確認資格の確認の日までの間において、京都市交通局競争

入札等取扱要綱（以下「要綱」という。）第２９条第１項の規定に基づく競争

入札参加停止（以下「参加停止」という。）を受けていないこと。 

ウ 電気事業法第２条第１項第３号の規定により小売電気事業の登録を受けた

者（以下「小売電気事業者」という。）。 

エ 入札に参加しようとする需要施設に要する予定使用電力量の供給に十分な

電源を確保していること。 

オ 入札に参加しようとする電気事業者が、電力の供給約款を定めている場合は、

その供給約款が、供給約款を定めていない場合は、電力の供給条件が、一般

送配電事業者（入札の対象施設が供給区域内にあるものに限る。）の電気供給

条件（高圧）に準じた内容のものであること。 

カ 令和６年１月１０日午後５時までに、本市環境政策局地球温暖化対策室に

「京都市環境に配慮した電力調達契約評価項目報告書」を提出し、かつ、事
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前確認資格の確認の日までに「京都市環境に配慮した電力調達契約評価基準」

を満たしていると認められた者又は再生可能エネルギー（再生可能エネルギ

ー源（エネルギー供給事業者による非化石エネルギー源の利用及び化石エネ

ルギー原料の有効な利用の促進に関する法律第２条第３項に規定する再生可

能エネルギー源をいう。）を利用して得ることができるエネルギーをいう。）

比率１００％電気（京都市地球温暖化対策条例施行規則第４条に規定される

再生可能エネルギー電気としての価値が付与された電気を含む）の料金メニ

ューで契約する者（以下「再生可能エネルギー比率１００％電気の料金メニ

ューで契約する者」という。）。 

キ 本件入札に参加しようとする個人、法人の代表者又は個人若しくは法人の

代表者の委任を受けた者（以下「代表者等」という。）が本件入札に参加しよ

うとする他の代表者等と同一人でないこと。 

（２）開札の後に確認する資格（以下「事後確認資格」という。） 

ア 登録業者以外の者で、申請日の前日までに令和５年８月８日付け公告に定

める資格の申請を行っている者にあっては、開札の時までに当該公告に定め

る資格を有する者であると認められていること。 

イ 事前確認資格の確認の日から事後確認資格の確認の日までの間において、

参加停止を受けていないこと。 

 

３ 入札説明書等に対する質問期限及び回答期日 

（１）入札説明書等に対して３（１）のウェブページに掲載している「電子入札に

関するよくある質問」以外の質問をしようとする者は、管理者に対し、質問事

項、住所、商号及び氏名（法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称及び

代表者氏名、届出済みの受任者（以下「受任者」という。）がある場合には、受

任者に係る事務所の所在地及び氏名）を記載、押印した書面を３（２）の表の

提出期限までに、下記の場所へ持参し提出しなければならない（受付時間は、

休日を除く日の午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時までに限

る。）。 

〒６１６－８１０４ 

京都市右京区太秦下刑部町１２番地 サンサ右京５階 

京都市交通局企画総務部企画総務課契約担当 

電話 ０７５－８６３－５０９５ 

https://www.city.kyoto.lg.jp/kotsu/page/0000006512.html 

（２）管理者は、３（１）による質問を受けたときは、次の表の回答期日までに質

問に対する回答書を、３（１）のウェブページに掲載するとともに、３（１）

の場所において閲覧できるようにする。 
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   なお、提出期限の経過後は、入札説明書等に対する質問は、一切受け付けな

い。 

提出期限 回答期日 

令和６年１月１８日 午後５時 令和６年１月２３日 

 

４ 入札方法等 

（１）入札は、次に掲げる方法のいずれかによる。 

ア 電子入札コアシステムに対応している認証局が発行したＩＣカード（本市

に提出済みの「使用印鑑届」の代表者名と同一人のもの又は受任者がいる場

合には受任者の氏名と同一人のもので、かつ、落札決定までの期間において

有効であるものに限る。）を取得したうえで、京都市電子入札システムへの利

用者登録を行っている者が、インターネットを利用して入札データを送信す

る方法（以下この方法により入札しようとする者を「インターネット利用者」

という。） 

イ 入札端末機利用者カード（規程第７条第４項に規定する入札端末機利用者

カードをいう。）の交付を受けている者が、京都市交通局企画総務部企画総務

課（以下「企画総務課」という。）窓口に設置する入札端末機（規程第７条第

２項に規定する入札端末機をいう。以下同じ。）を使用することにより入札デ

ータを送信する方法（以下この方法により入札する者を「端末機利用者」と

いう。） 

ウ 書留郵便により入札書を送付する方法（以下この方法により入札しようと

する者を「郵便利用者」という。）。ただし、この方法による入札は、登録業

者以外の者で、申請日の前日までに令和４年８月８日付け公告に定める資格

の申請を行っている者のうち、５（２）により事前確認資格があると認めた

者のみを対象とする。 

（２）インターネット利用者は、５（１）により一般競争入札参加資格確認申請書

を送信しようとする日の前日までに京都市電子入札システムの利用者登録を

行っていなければならない。また、所定の期日までに利用者登録したインター

ネット利用者であっても、５（１）イに定める期限までに京都市電子入札シス

テムに一般競争入札参加資格確認申請書を送信しなかった者はインターネッ

トを利用して入札データを送信することはできない。この場合において、その

者（令和６年１月１８日午後５時までに、３（１）の場所に５（１）アの提出

書類を別途提出し、事前確認資格があると認められた者に限る。）は入札期間の

最終日の１日前までに、入札端末機の一時使用の申請を行ったときは、入札端

末機を利用して入札データを送信することができる（入札端末機利用者カード
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の発行を受けていないときは、あらかじめ、入札端末機利用者カードの発行を

申請し、同カードの発行を受けておくこと。）。 

   また、５（１）イに定める期限までに京都市電子入札システムに一般競争入

札参加資格確認申請書を送信した者は、入札手続においてシステムの障害等が

発生した場合には、直ちに３（１）の連絡先へ連絡すること。 

（３）端末機利用者が、入札端末機利用者カードの発行を受けていないときは、入

札期間の最終日の１日前までに入札端末機利用者カードの発行を申請し、同カ

ードの発行を受け入札すること。 

（４）郵便利用者は、５（２）の通知に際し送付する入札書を使用し郵送すること。

入札書を封入する封筒は二重封筒とし、入札書を入れて封印した内封筒には、

封筒の表面に「令和６年２月８日開札の入札書」と記載し、裏面に入札者の住

所、商号及び指名（法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称及び代表者

名、届出済みの受任者がある場合は、受任者に係る事務所の所在地及び氏名）

を記載し、外封筒には「令和６年２月８日開札の入札書在中」と記載したうえ

封印すること。 

（５）この調達契約に係る契約は、単価契約により行うので、入札に当たっては、

基本料金、電力量料金などの単価を設定することを条件とする。 

   落札者と締結する契約単価には消費税及び地方消費税相当額を含むものと

する。 

   なお、入札に当たっては、国の「電気・ガス価格激変緩和対策事業」に基づ

く値引き前の金額で入札を行い、実際の料金請求時に値引きを行うこと。 

（６）落札の決定は、上記（５）による単価に基づき「積算内訳書」を用いて算定

された、契約期間に係る「電気料金の総額」の比較によって行う。 

   なお、この電気料金の総額には、電力の供給に必要な一切の諸費用を含める

ものとし、燃料費調整単価及び市場価格調整単価については、令和５年１０月

分の単価を１年間通して使用すること。ただし、再生可能エネルギー発電促進

賦課金及びアンシラリーサービス料金については、この電気料金の総額に含め

ないものとする。 

   また、積算に用いた単価及び算出式については、契約期間適用するものとす

る。 

（７）落札決定に当たっては、入力又は記載された金額に当該金額の１００分の 

１０に相当する額を加算した金額（当該金額に０．０１円未満の端数があると

きは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札者は、

消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）に係る課税事業者であるか

免税事業者であるかを問わず、１（３）の期間に係る総額として見積もった契

約希望金額の１１０分の１００に相当する金額（当該金額に０．０１円未満の
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端数があるときは、その端数を切り捨てた金額。）を入力又は記載すること。 

（８）本件は単価契約とし、積算に用いた単価及び算出式については、契約期間適

用するものとする。 

（９）落札者は、落札決定後、積算において使用した「積算内訳書」を速やかに３

（１）の場所に提出し、確認を受けたうえで、落札決定日から５日以内（休日

を除く。）に契約書（案）を３（１）の場所に提出するものとする。 

（10）入札の前に入札参加者の数及び商号（法人にあっては名称）の公表は行わな

い。 

（11）予定価格は、次のとおりとする。 

   予定価格 ３０,８８４,２１０円（消費税等相当額を含まない。） 

 

５ 事前確認資格の確認の手続 

（１）入札に参加しようとする者は、下記イの表の第１欄に掲げる入札方法による

区分に応じ、それぞれ第２欄に掲げる提出方法により、それぞれ第３欄に掲げ

る受付期間内において、下記アに掲げる書類を提出しなければならない。 

   なお、指定する期間内に必要な書類を提出しない者又は事前確認資格がない

と認められた者は、本件入札に参加することができない。 

ア 提出書類 

（ア）一般競争入札参加資格確認申請書（以下「申請書」という。） 

（イ）申請書の添付書類 

   ２（１）エからカに掲げる条件を満たすことを証明する書類等 

（Ａ）２（１)エに掲げる資格を有することを証明する書類 

  該当することを証する電力供給誓約書（指定様式） 

（Ｂ）２（１）オに掲げる資格を有することを証明する書類 

  該当することを証する電力供給約款に関する証明書（指定様式） 

（Ｃ）２（１）カに掲げる資格を有することを証明する書類 

  「再生可能エネルギー比率１００％電気の料金メニューで契約する

者については、要件を満たす再生可能エネルギーを供給することが確

認できる資料（指定様式「特定電源割当の予定について」）を提出する

こと。また、「京都市環境に配慮した電力調達契約評価項目報告書」を

提出する場合については、本市環境政策局地球温暖化対策室に１部提

出すること。「提出方法等の詳細については同室の指示に従うこと。 

〒604－8571 京都市中京区寺町通御池上る上本能寺前町 488   

京都市環境政策局地球温暖化対策室  

電話 075-222-4555 

（ウ）返信用封筒 
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   端末機利用者及び郵便利用者のうち、一般競争入札参加資格確認通知書

の郵送を希望する者のみ必要とし、表に返信先を記載し、簡易書留料金分

を加えた料金分の切手を貼付すること。 

イ 提出方法等 

第１ 第２ 第３ 

インターネット 

利用者 

申請書については、京都市

電子入札システムにおいて

必要事項を入力し、送信す

ること。５（１）ア（イ）に

掲げる書類については、３

（２）の場所へ持参し、又

は書留郵便を到着させるこ

と。 

公告の日から令和６年１月

１８日まで（休日を除く。）の

午前９時から午後５時まで

（ただし、持参の場合は、正

午から午後１時までを除

く。）。 

端末機利用者 

及び郵便利用者 

３（１）の場所へ持参又は

書留郵便を到着させるこ

と。 

公告の日から令和６年１月

１８日まで（休日を除く。）の

午前９時から午後５時まで

（ただし、持参の場合は、正

午から午後１時までを除

く。）。 

（２）事前確認資格の確認 

   申請書の受領後、事前確認資格の確認を行い、その結果を次の表の左欄に掲

げる入札方法による区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる方法により通知

する。この場合において、資格がないと認めた者に対しては、その理由を付し

て通知する。 

インターネット 

利用者 

令和６年１月２３日以降に、事前確認資格の確認結果を電

子入札システムにより確認するよう電子メールを送信す

る。 

端末機利用者 

及び郵便利用者 

令和６年１月２３日以降に、一般競争入札参加資格確認通

知書により通知する。 

（３）事前確認資格がないと認めた者に対する理由の説明 

ア 事前確認資格がないと認められた者は、管理者に対し、書面により、事前

確認資格がないと認めた理由の説明を求めることができる。 

イ ５（３）アの規定により理由の説明を求めようとする者は、５（２）の規

定による通知を受けた日から次の表に掲げる提出期限の日時までの間に、書
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面を３（１）の場所へ提出しなければならない（受付時間は、休日を除く日

の午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時までに限る。）。管理者は、

書面の提出があったときは、同表の発送期日の月日までに書面による回答を

発送する。 

提出期限 発送期日 

令和６年１月２６日 午後５時 令和６年１月３１日 

 

６ 入札期間及び開札日時等 

（１）インターネット利用者の入札期間 

   令和６年２月５日、６日及び７日 

   午前９時から午後５時まで 

（２）端末機利用者の入札期間 

   令和６年２月５日、６日及び７日 

   午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時まで 

   なお、３（１）の場所に設置した入札端末機の利用を希望する者で、入札端

末機利用者カードの交付を受けていない者は、入札期間の最終日の１日前まで

に所定の手続をすること。 

（３）郵便利用者の入札期間 

   令和６年２月７日午後５時までに、３（１）の場所に必着させること。 

（４）開札日時 

   令和６年２月８日午前９時から開札する。 

（５）入札を辞退する場合 

   事前確認資格があると認められた者が入札を辞退する場合、インターネット

利用者及び端末機利用者は「辞退」と必ず入力し、送信すること。郵便利用者

は、「辞退届」を６（３）の期間に、書留郵便により３（１）の場所に必着させ

ること。 

   上記の辞退手続を取らない場合は、入札無断欠席として、参加停止等の措置

を行う。 

なお、本件入札においては、上記５（１）の手続により、一般競争入札参加

資格確認申請書を提出し、入札参加資格が認められた者は、必ず有効な入札を行

わなければならない（入札参加辞退若しくは予定価格の範囲外での無効な入札を

行った場合又は最低価格入札者であった者が落札に至らなかった場合は、入札参

加停止等の措置を行うことがある。）。 

 

７ 事後確認資格の確認 
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（１）開札後、事後確認資格の確認を行う。確認を行った結果、事後確認資格がな

いと認められたときは、その者の行った入札は無効とする。 

   なお、事後確認資格の確認の結果については、通知を行わない。 

（２）事後確認資格がないと認められた者は、落札決定日の翌日から５日（日数の

計算に当たっては、休日を除く。）以内に請求があった場合に限り、事後確認資

格がないと認めた理由を口頭により通知する。ただし、上記期間内に、書面に

よる通知を請求する旨の書面による請求があった場合には、書面による通知を

行う。 

 

８ 競争入札参加資格の確認の取消し 

管理者は、入札参加資格があると認めた者が、次の各号のいずれかに該当する

こととなったときは、その者の入札参加資格を取り消す。この場合において、確

認の取消し対象となった入札参加資格が事前確認資格であるときは、その者に対

し、その旨を通知するものとする。 

（１）落札決定の日時までに、規程第２条の規定により公告し、又は要綱第１４条

の規定により定めた２の入札参加者の資格を喪失したとき。 

（２）事前確認資格の確認後、落札決定の日までの期間に参加停止を受けたとき。 

（３）（１）及び（２）に掲げるもののほか、本件入札に参加する者に必要な資格を

欠くこととなったとき。 

（４）その他管理者が特に入札に参加させることが不適当であると認めたとき。 

 

９ 落札決定日及び落札者の決定方法 

落札決定日は、令和６年２月８日とする。予定価格の範囲内で入札し、かつ、

事後確認資格があると認められた者の中で、最低の価格をもって入札した者を落

札者とする。 

 

10 落札決定の通知等 

（１）落札決定の通知 

   落札者に対しては、落札した旨を以下のとおり通知する。 

ア 落札者がインターネット利用者である場合 

  落札結果を電子入札システムで確認するよう、電子メールを送信する。 

イ 落札者が、端末機利用者又は郵便利用者である場合 

  落札決定日に電話により通知する。 

（２）落札者以外の入札参加者に対する通知 

ア インターネット利用者である場合 

  落札結果を電子入札システムにより確認するよう、電子メールを送信する。 
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イ 端末機利用者又は郵便利用者である場合 

  落札決定日の翌日から５日（日数の計算に当たっては、休日を除く。次号

において同じ。）以内に請求があった場合に限り、落札結果を口頭により通知

する。ただし、上記期間内に、書面による通知を請求する旨の書面による請

求があった場合には、書面による通知を行う。 

（３）落札者以外の入札参加者に対する書面による理由説明 

   落札者とならなかった者は、落札決定日の翌日から５日以内に、その理由に

ついて説明を求めることができる。回答は、口頭又は書面（請求が書面による

もので書面による通知を請求したものである場合に限る。）により行う。 

（４）入札の執行結果の公表 

   入札の執行結果は、原則として落札決定日の翌開庁日から、３（１）の場所

又はウェブページでの入札執行結果表の閲覧により、確認できるようにする。 

（５）落札者が契約を締結しない場合 

   落札者が契約を締結しないときは、契約辞退に該当するため、３か月の参加

停止を行い、さらに当該入札金額の１００分の５に相当する額を違約金として

徴収する。 

 

11 入札の無効 

（１）規程第７条の２各号（第３号及び第１３号を除く。）に定めるもののほか、申

請書その他の提出書類に虚偽の記載をした者が行った入札は、無効とする。ま

た、郵便利用者においては、入札書に鉛筆、シャープペンシル、消せるボール

ペンその他の訂正の容易な筆記具により記入した場合についても無効とする。 

（２）この入札において、代表者等と同一人である者の双方が入札したことが判明

したときは、当該代表者等及び同一人である者のした入札は、規程第７条の２

第１４号に基づきそれぞれ無効とするとともに、参加停止を行う。 

   また、この入札により落札者を決定した場合において、契約を締結するまで

の間に、落札者となった代表者等が、この入札において入札した他の代表者等

と同一人であったことが判明したときは、契約を締結せず、それぞれについて

参加停止を行う。 

 

12 入札保証金及び契約保証金 

免除 

 

13 契約書の作成 

契約書は２通作成し、本市及び落札者が各１通を保有する。 
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14 入札及び契約に関する問合せ先 

３（１）に同じ。 

 

15 予算不成立の場合の無効 

契約日は、令和６年４月１日とする。ただし、本件調達に係る予算が成立し

ない場合は、契約を締結しない。また、京都市の都合により、本件調達に係る予

算を計上しない場合又は減額する場合があり、これらの場合においては、落札

者と契約を締結しないこと又は契約締結前後において予定数量・金額等を大幅

に削減することがある。 

なお、これらの契約不締結や減額等によって、落札者において損害が発生し

た場合であっても、落札者は、京都市に対し、その補償等を一切請求すること

はできない。 

 

16 その他 

（１）契約手続において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

（２）２（２）アに該当する者が落札者となったときは、契約の締結時に京都市暴

力団排除条例施行規則第７条に規定する誓約書を提出すること。 

   なお、誓約書を提出しない場合は、契約を締結しない。 

（３）再生可能エネルギー比率１００％電気の料金メニューで契約した者は、供給

する電力量に占める再生可能エネルギー電気の比率について確認できる資料

を、契約期間中に書面で提出しなければならない。 

（４）提出された資料は、返却しない。 

（５）この広告に係る入札、契約等に関する条件は、この入札説明書によるほか、

仕様書、「電力入札に関するよくある質問」及び契約書案の定めるところによる

こととする。

 



一般競争入札参加資格確認申請書 

 

令和  年  月  日 

（宛先）京都市公営企業管理者 

交  通  局  長 

 

住所又は所在地 

商号又は名称 

代 表 者 氏 名                  印 

 

 

令和５年１２月２５日付けで入札公告のありました下記の件に係る一般競争入札

に参加する資格について確認されたく、必要な書類を添えて申請します。 

なお、添付した書類の内容については、事実と相違ないことを誓約します。 

 

記 

 

１ 入札件名 

  （単価契約）電力の供給（西賀茂営業所ほか５施設） 

 

２ 履行場所 

  仕様書のとおり 

 

３ 添付書類 

  入札公告２（１）エ、オ及びカに示す条件を満たすことを証明する書類等 

 

４ 連絡先 

  所属  

  氏名  

  電話  

 

申請書提出期限 令和６年１月１８日 厳守 

 

※ 端末機利用者及び郵便利用者が一般競争入札参加資格確認通知書の郵送を希望する場合は、

返信用封筒として、表に返信先を記載し、簡易書留料金分を加えた料金分の切手を貼付した封

筒を申請書と併せて提出してください。 



（指定様式） 

令和  年  月  日 

 

電力供給誓約書 

 

（宛先）京都市公営企業管理者 

    交  通  局  長 

 

                  住所又は所在地 

                  商号又は名称 

                  代表者の職・氏名            印 

  

 令和５年１２月２５日付けで入札公告のありました「（単価契約）電力の供給（西賀

茂営業所ほか５施設）」の入札資格について適正な電力の供給に務めることを誓約しま

す。 

 なお、電力の供給体制にあっては、下記のとおりであり供給可能であることを申し添

えます。 

記 

供給体制 

（１）供給可能電力量（概算）                      ｋＷｈ（年） 

（２）供給可能電力量内訳 

  電力量（年間） 発電方法・調達先等 

自社発電 ｋＷｈ  

ｋＷｈ  

ｋＷｈ  

他社からの買付 ｋＷｈ  

ｋＷｈ  

ｋＷｈ  

その他 ｋＷｈ  

合計 ｋＷｈ  

 

（３）（１）のうち、他の供給に要する電力量               ｋＷｈ（年） 



（指定様式） 

令和  年  月  日 

 

 

電力供給約款に関する証明書 

 

 

（宛先）京都市公営企業管理者 

    交  通  局  長 

 

                  住所又は所在地 

                  商号又は名称 

                  代表者の職・氏名            印 

 

  

 令和５年１２月２５日付けで入札公告のありました「（単価契約）電力の供給（西賀

茂営業所ほか５施設）」の入札資格について下記の条件を満たしていることを誓約しま

す。 

  

 

記 

 

 

 入札に参加しようとする電気事業者が、電力の供給約款を定めている場合は、その

供給約款が、供給約款を定めていない場合は、電力の供給条件が、一般送配電事業者

（入札の対象施設が供給区域内にあるものに限る。）の電気供給条件（特別高圧・高

圧）に準じた内容のものであること。 

 

 

（添付書類）※ 電力の供給約款を定めている場合のみ添付してください。 

 ・電力の供給約款 

















電力入札に関するよくある質問 

 
 
質問１ 契約種別（業務用又は産業用）を教えてください。 
回答１ 仕様書に記載がありますので確認してください。 

なお、契約種別として、「ＡＳ―ＴＯＵ」など、関西電力株式会社との契約当

時の料金メニューを記載している施設がありますが、仕様書に記載の料金メニ

ューに従って入札金額の積算を行ってください。 
  

 
質問２ 入札金額算定時、力率は全て１００％にて積算してよろしいでしょうか。 
回答２ 入札金額算定時は、仕様書に記載の予定平均力率を用いて積算してください。 
  

 
質問３ 施設ごとに異なる単価設定も可能でしょうか。 
回答３ 同じ単価を設定してください。 
  

 
質問４ 代金支払いについて、弊社は３０日以内のお支払いをお願いしております。

御了承頂けますか。 
回答４ 適法な請求書を受理した日から３０日以内の支払いとなります。 
  

 
質問５ 検針後の検針結果（検針票）は、ＷＥＢでの発行となりますがよろしいでしょ

うか。 
回答５ 構いません。ただし、ＷＥＢでの発行に必要な事務手続きについては、すべて

各担当課の所属長名の記名・押印で対応することを了承してください。 
なお、個別の仕様書において、契約電力、最大使用電力、使用電力量等のデー

タの提出について指示のある場合は、その内容に従ってください。 
  

 
質問６ ＷＥＢ請求書（メール）での請求は可能でしょうか。 
回答６ 

 

不可です。 
なお、請求書の提出を受けて、本市から代金の支払いを行うためには、事業者

の発行する「お客様番号」が必要ですので、令和５年３月３１日までに各担当課

へ必ず通知してください。 
  
質問７ 弊社では請求書に記載されるのは、基本料金単価と金額、契約電力、電力量料

金単価と金額、力率となり、力率の割引額等は記載されませんがよろしいでし



ょうか。 
回答７ 構いません。 
  

 
質問８ 一般送配電事業者が値上げを行った場合、契約単価の見直しに応じていただ

けるのでしょうか。 
回答８ 契約締結後の単価の見直しは行いません。 
  

 
質問９ 「地球温暖化対策のための税」の増額があった場合、契約単価の見直しに応

じていただけるのでしょうか。 
回答９ 質問８の場合と同様、契約締結後の単価の見直しは行いません。 
  

 
質問10 燃料費調整単価、卸市場価格調整単価、力率の取扱いは地域の一般送配電事

業者と同様のものとさせていただいてよろしいでしょうか。 
回答10 御認識のとおりです。ただし、入札時に積算に用いた算出式を契約期間適用

するものとします。 
  

 
質問11 契約書締結時に弊社の電力需給約款を参照するような文言を契約書に追加し

たいのですが可能でしょうか。 
回答11 契約書に落札者の電力需給約款を参照する文言の追加には応じられません。 

 



 
 
 
 
 
 

令和６年度 

電力供給に係る仕様書 

（西賀茂営業所ほか５施設） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

京都市交通局 



第１ 総則 

 

 １ 趣旨 

   本仕様書は、京都市交通局西賀茂営業所、錦林出張所、九条営業所、横大路営業所、

梅津営業所及び洛西営業所に係る電力の供給における契約に基づく仕様書である。 

 

 ２ 用語の定義 

   この仕様書において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号による。 

  ⑴ この仕様書において、需要施設とは、当該契約における電力供給場所である、西賀

茂営業所ほか５施設をいう。 

  ⑵ 供給者とは、当該契約における需要施設への電力の供給を行う者をいい、当局と電

力供給契約を締結する、電気事業法第 2 条第 1 項第 3 号に定義される小売電気事業

者をいう。 

  ⑶ 託送者とは、供給者が当該契約の需要施設に電力を供給するための、供給者と需要

施設の間の電線路（送電線、配電線、変電所など）を維持、及び運用する電気事業法

第 2 条第 1 項第 9 号に定義される、当該施設を自らの供給区域内とする一般送配電

事業者をいう。 

  ⑷ 電力会社とは、供給者及び託送者の両者をいう。 

  ⑸ 電気主任技術者とは、電気事業法第 43 条に基づき選任された主任技術者をいい、

当該契約における需要施設の電気工作物に対して経済産業省中部近畿産業保安監督

部長に届出されている電気主任技術者をいう。 

  ⑹ 監督員とは、京都市交通局契約規程第 48条に規定する職員をいい、この契約にお

いて自動車部管理課に所属する職員をいう。 

  ⑺ 検査員とは、京都市交通局契約規程第 50条に規定する職員をいい、この契約にお

いて自動車部管理課長をいう。 

 



第２ 仕様概要等 

  当該契約における需要施設の概要と供給電力の仕様は次のとおりとする。ただし、文頭

に□や■のある項目については■のものを適用し、□のものは適用しないものとする。 

 

 １ 需要施設概要 

  ⑴ 対象建物     別添資料１のとおり 

  ⑵ 需要場所     別添資料１のとおり 

  ⑶ 業種及び用途   市バス営業所施設（事務所、整備場及び車庫） 

             （関西電力「高圧電力ＡＳ－ＴＯＵ」に該当） 

  ⑷ 電気主任技術者  別添資料１のとおり 

 

 ２ 供給電力の仕様 

  ⑴ 電気方式等 

   ア 電気方式              別添資料１のとおり 

   イ 標準電圧              別添資料１のとおり 

   ウ 計量電圧              別添資料１のとおり 

   エ 標準周波数             別添資料１のとおり 

   オ 受電方式              別添資料１のとおり 

   カ 設備容量              別添資料１のとおり 

   キ 蓄熱設備 

    (ｱ) 蓄熱設備容量           別添資料１のとおり 

       (ｲ) 蓄熱専用計量装置の計量電圧    別添資料１のとおり 

   ク 発電設備 

    (ｱ) 非常用発電設備          別添資料１のとおり 

       (ｲ) 常用発電設備           別添資料１のとおり 

   ケ アンシラリーサービス料金対象容量  別添資料１のとおり 

  ⑵ 契約電力、予定使用電力量 

   ア 契約電力 

    (ｱ) 契約電力（常時電力）       別添資料１のとおり 

      その 1月の 30 分最大需要電力と前 11 月の 30 分最大需要電力のうち、いずれ

か大きい値をその 1月の契約電力とする。 

       (ｲ) 契約電力（予備電力）            なし 

   イ 予定使用電力量                 別添資料１のとおり 

     （令和 6年 4月 1 日から令和 7年 3月 31 日までの使用量見込み） 

 ただし、実際に契約期間中に使用される電力量は、この値を上回り、又は下回る

ことができるものとする。また、その予定使用状況については次の各電力使用実績



のとおりとする。 

    (ｱ) 各月の電力使用実績（最大需要電力、使用電力量）  別添資料２のとおり 

    (ｲ) 自家発電設備停止時の補給電力使用実績       なし 

  ⑶ 契約期間 

    令和 6年 4月 1日 0 時から令和 7年 3月 31 日 24 時まで 

  ⑷ 需給地点  別添資料１のとおり 

   ■ 需要場所構内に本市が設置した引込高圧開閉器電源側接続点（引き込み） 

   □ 需要場所周辺の託送者高圧区分開閉器負担側接続点（出迎え） 

   □ 需要場所における当局受電室内の託送者による地中引込線立上り接続点（地中

化） 

  ⑸ 電気工作物の財産分界点 

    需給地点に同じとする。 

  ⑹ 保安上の責任分界点 

    需給地点に同じとする。ただし、取引用計量装置は託送者の責任とする。 

  ⑺ 計量日及び計量 

   ア 各月の計量日は供給者との協議によりあらかじめ定めた日とする。 

   イ 計量期間は前月計量日の 0 時から当月計量日の前日の 24時までとする。 

   ウ 計量は供給者が設置する計量装置により記録された値によるものとする。 

   エ 計量日を 1 日以外の任意の日に定めた場合、契約期間の期首及び期末の計量及

び計量期間の取扱いについては、協議によりあらかじめ定めることとする。 

  ⑻ 電気料金の算定期間 

    電気の使用に対する代金（以下「電気料金」という。）の算定期間は、前月の計量

日から当該月の計量日の前日までの期間とする。ただし、計量日を 1 日以外の任意

の日に定めた場合、契約期間の期首から直後の計量日の前日までの期間、また直前

の計量日から契約期間の期末までの期間の取扱いについては、協議によりあらかじ

め定めることとする。 

  ⑼ 料金制度 

   ア 料金制度は、基本料金と電力量料金に基づく二部料金制など供給者にて設定す

ることができるものとする。 

   イ 供給者は、その 1 月の平均力率により料金の割引、及び割増を行うことができる

ものとする。 

   ウ 供給者は、電気料金の算定の基礎となる燃料費等の変動により電力料金単価を

変更する必要が生じた場合は、その変動額に応じた料金の割引、及び割増（燃料費

調整単価）を行うことができるものとする。 

   エ 再生可能エネルギー発電促進賦課金については、供給者が定める約款の規定に

よるものとし、供給者は、その代金を請求することができるものとする。ただし、



入札価格の算定には、考慮する必要はないものとする。 

オ  アンシラリーサービス料金については、一般送配電事業者が定める約款の規定

によるものとし、供給者は、その代金を請求することができるものとする。ただし、

入札価格の算定には、考慮する必要はないものとする。 

  ⑽ 平均力率 

   ア 平均力率の算定は、その月の午前 8時から午後 10 時までの時間における平均の

力率とする。単位は％とし、小数点以下第 1 位を四捨五入する（瞬間力率が進み力

率となる場合には、その瞬間力率は 100％とする。）。 

   イ 平均力率の算定式は次のとおりとする。 

     平均力率 ＝ 有効電力量 ／ √（（有効電力）２＋（無効電力量）２） 

   ウ 契約期間における当該施設の予定平均力率は 100％とする。 

  

 ３ 一般事項 

  ⑴ 注意事項 

   ア 供給者は、仕様書に明記のない場合又は疑いを生じた場合においては、監督員と

協議する。 

   イ 供給者は、仕様書によることが困難又は不都合な場合は、監督員と協議する。 

   ウ 供給者は、当該契約内容を変更しようとする場合は、監督員と協議のうえ、その

承諾を得る。 

   エ 供給者は、当局が締結する別契約の関係業務について監督員の指示により、当該

関係者と協力し業務の円滑な進捗を図る。 

   オ 供給者は、当該契約に関する業務に伴い、廃材、塵、配線屑等が発生した場合は、

そのすべてを構外に搬出し、関係法令などに従い適切に処理する。 

  ⑵ 連絡体制 

    供給者は、当該契約締結後速やかに次の内容を記した書類を代表者の記名押印の

後、監督員に提出すること。 

   ア 緊急時の連絡体制及び作業体制表 

   イ 当該契約担当者名、組織図及び連絡先 

   ウ 協議窓口の所在地 

  ⑶ 報告 

    供給者は、計量装置の検針結果をその都度、監督員に報告する。また、当該契約に

かかわる不測の事態が発生した場合などについても早急に監督員に報告し、その指

示を受けて調整を行う。 

    なお、報告は監督員の承諾を受けた場合を除き、原則として書面にて行う。 

 

 



  ⑷ 検査 

   ア 供給者は、当該契約の内容が完了したときは、検査員の検査を受けなければなら

ない。 

   イ 前項の規定により難い場合は、検査員の指示により、中間検査とすることができ

る。 

  ⑸ 資料の提供 

   ア 供給者は、電力の使用及び電力料金に関する資料を監督員から求められた場合

は、速やかに応じなければならない。 

     なお、資料の様式及び提出方法については監督員の指示による。 

   イ 供給者は、契約期間の終了に伴い契約期間中の月次毎の契約電力、最大需要電力、

使用電力量等を書面で監督員に提出すること。 

     なお、様式及び提出方法については監督員の指示による。 

 

 ４ その他 

  ⑴ 設備の状況及び変更等 

    当該契約期間中における需要施設の変更等における技術的な協議については、監

督員、電気主任技術者、供給者及び託送者の 4者によることとし、その決定について

は、4者の合意によるものとする。 

  ⑵ 負担金等 

    供給点変更などに伴う需要施設を除いた託送者設備の工事に係る費用の負担につ

いては、原則として託送者の電気供給約款等に準ずるものとする。また、需要施設の

工事、保守点検作業、不慮の事故等に伴う託送者区分開閉器操作などの電力会社の作

業に係る費用は、すべて供給者の負担とする。 

  ⑶ 取引用計量装置 

    最大電力及び使用電力量を計量する取引用計量装置（計器用変成器、積算電力量計、

遠隔検針装置などの供給電力の検針に係るすべての設備を含む。）の設置、取替え、

移設、並びに撤去の必要が生じた場合には、その作業及び費用負担は当局の責に帰す

べき事由による場合を除き原則として供給者が行うものとし、その機器類について

の保安上の責任はすべて供給者とする。ただし、設置場所は需要施設の施設内を無償

で貸与する。また、遠隔検針の通信に係る一切の費用についても、すべて供給者の負

担とする。 

  ⑷ 送電の停止 

    供給者は、電力会社の都合等により契約期間中にやむを得ず当該施設への送電を

一時停止する必要が生じた場合には、事前に監督員、電気主任技術者と十分な協議を

行い、監督員の承諾を得るものとする。また、電力会社設備の不慮の事故等に伴う当

該需要設備への送電停止の際には、供給者は速やかに監督員、電気主任技術者へその



原因、状況、復旧予定などの関連情報を連絡すること。 

  ⑸ 緊急時の対応 

    事故等による送電停止などの緊急時には、監督員、電気主任技術者から供給者に確

実に連絡が取れ、現地での復旧作業などの対応が早急に可能な体制を常時設置する

こと。また、災害時による送電停止時には、前述の体制で監督員、電気主任技術者、

託送者と協議のうえ、復旧作業に協力を行うこと。 

  ⑹ 協議窓口 

    当該契約期間中における当局と供給者との契約条件、契約内容変更、需要施設の設

備の変更等に伴う協議窓口は、原則として京都市内とする。ただし、監督員の承諾を

得た場合はこの限りではない。 

 

 ５ 特記事項等 

⑴ 使用電力量の増減予定 

  当該契約期間内において、当初予定している使用電力量が大幅増減する予定はな

いが、随時、照明のＬＥＤ化を行うため、多少の減少の可能性がある。 
⑵ 計画的な設備改修の実績・計画等 

  当該契約期間内において、大幅な既存電気設備の変更工事、電力引込の変更を伴う

工事、大規模な仮設電源の供給の計画はない。ただし、災害、緊急性を伴う公共事業、

その他予測不可能な事態が発生した場合はその限りではない。 

⑶ 施設の全体停電予定 

  自家用電気工作物の年次精密点検のため、毎年 1 回、午前 1 時頃から午前 4 時頃

までの間、全体停電を行う予定である（託送者区分開閉器の開閉を伴う作業）。 



別添資料１

蓄熱設備
容量

蓄熱専用計
量装置の計

量電圧
非常用発電設備 常用発電設備

常時電力
（ｋＷ）

（年間最大値）

予備電力
（ｋＷ）

施設別 合計

西賀茂営業所 京都市北区西賀茂山ノ森町50 電気課長 交流3相3線式 6,000 6,000 60 1回線受電 150 なし なし なし 太陽光発電（20KW） なし 59 なし 210,249 引き込み

錦林出張所 京都市左京区浄土寺真如町155 電気課長 交流3相3線式 6,000 6,000 60 1回線受電 100 なし なし

ディーゼル機関発
電機装置　3φ
4W220V，1φ
3W110/220V 
25KVA

なし なし 37 なし 139,727 引き込み

九条営業所 京都市南区東九条下殿田町70 電気課長 交流3相3線式 6,000 6,000 60 1回線受電 300 なし なし なし 太陽光発電（30KW） なし 65 なし 139,727 引き込み

横大路営業所 京都市伏見区横大路橋本町24-1 電気課長 交流3相3線式 6,000 6,000 60 1回線受電 150 なし なし

ディーゼル機関発
電機装置　3φ
4W220V，1φ
3W110/220V 
25KVA

なし なし 60 なし 230,598 引き込み

梅津営業所 京都市右京区西院笠目町9-15 電気課長 交流3相3線式 6,000 6,000 60 1回線受電 250 なし なし なし 太陽光発電（10KW） なし 102 なし 262,916 引き込み

洛西営業所 京都市西京区大枝東新林町2-1 電気課長 交流3相3線式 6,000 6,000 60 1回線受電 150 なし なし

ディーゼル機関発
電機装置　3φ
4W220V，1φ
3W110/220V 
25KVA

なし なし 60 なし 221,092 引き込み

契約電力 年間使用量（ｋＷｈ）

需給地点

1,204,309

標準周波
数（Ｈｚ）

受電方式
設備容量
（ｋＶＡ）

蓄熱設備 発電設備 アンシラ
リーサー
ビス料金
対象容量

計量電圧
（Ｖ）

対象建物 需要場所 電気主任技術者 電気方式
標準電圧

（Ｖ）



別添資料２

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

西賀茂営業所 11,946 10,774 13,564 20,103 22,101 18,090 13,720 14,688 23,277 25,458 21,436 15,092 29 27 41 47 48 44 33 35 53 59 52 44 59 59 59 59 59 59 56 56 56 59 59 59

錦林出張所 7,051 6,195 8,210 15,034 16,995 13,321 7,198 9,708 15,448 16,769 13,891 9,907 21 19 28 37 37 35 24 25 35 36 34 29 37 37 37 37 37 37 37 37 37 37 37 37

九条営業所 7,051 6,195 8,210 15,034 16,995 13,321 7,198 9,708 15,448 16,769 13,891 9,907 39 43 52 52 52 52 41 45 55 65 58 48 65 65 65 65 65 65 74 74 74 74 68 65

横大路営業所 13,001 12,285 15,130 24,978 26,263 20,464 13,194 14,770 24,080 26,720 23,139 16,574 31 34 43 60 59 52 34 34 50 56 52 41 60 60 60 60 60 60 60 60 60 60 60 60

梅津営業所 17,923 17,480 19,103 23,095 23,810 22,032 18,556 19,407 26,482 29,245 24,986 20,797 57 43 73 94 102 86 65 64 87 89 86 68 93 93 93 94 102 102 97 97 96 94 93 93

洛西営業所 13,133 10,855 13,094 22,120 23,577 19,173 12,546 16,320 24,170 26,631 22,661 16,812 29 27 39 49 48 47 33 34 53 60 54 41 60 60 60 60 60 60 52 52 53 60 60 60

対象建物

月ごとの使用量(kWh)　［令和4年10月～令和5年9月 実績値］ 最大電力(kW)　［令和4年10月～令和5年9月 実績値］ 契約電力(kW)　［令和4年10月～令和5年9月 実績値］

令和5年度 令和4年度 令和5年度 令和4年度 令和5年度 令和4年度



別添資料３

昼間 夜間 4月 昼間 夜間 5月 昼間 夜間 6月 昼間 重負荷 夜間 7月 昼間 重負荷 夜間 8月 昼間 重負荷 夜間 9月 昼間 夜間 10月 昼間 夜間 11月 昼間 夜間 12月 昼間 夜間 1月 昼間 夜間 2月 昼間 夜間 3月 昼間 重負荷 夜間 合計

西賀茂営業所 5,550 6,396 11,946 4,535 6,239 10,774 7,763 5,801 13,564 5,417 5,700 8,986 20,103 6,197 6,282 9,622 22,101 4,800 5,006 8,284 18,090 6,828 6,892 13,720 7,045 7,643 14,688 11,765 11,512 23,277 12,070 13,388 25,458 10,848 10,588 21,436 7,025 8,067 15,092 89,843 16,988 103,418 210,249

錦林出張所 3,619 3,432 7,051 2,936 3,259 6,195 5,137 3,073 8,210 4,158 4,671 6,205 15,034 4,811 5,309 6,875 16,995 3,645 4,132 5,544 13,321 3,773 3,425 7,198 5,004 4,704 9,708 8,495 6,953 15,448 8,551 8,218 16,769 7,571 6,320 13,891 5,290 4,617 9,907 62,990 14,112 62,625 139,727

九条営業所 8,530 9,393 17,923 7,390 10,090 17,480 10,333 8,770 19,103 6,094 5,664 11,337 23,095 6,506 6,020 11,284 23,810 5,844 5,348 10,840 22,032 9,082 9,474 18,556 9,388 10,019 19,407 13,294 13,188 26,482 13,857 15,388 29,245 12,445 12,541 24,986 10,090 10,707 20,797 112,853 17,032 133,031 262,916

横大路営業所 6,320 6,681 13,001 5,684 6,601 12,285 9,067 6,063 15,130 6,478 7,577 10,923 24,978 6,942 8,005 11,316 26,263 5,232 6,097 9,135 20,464 6,676 6,518 13,194 7,195 7,575 14,770 11,901 12,179 24,080 12,527 14,193 26,720 11,413 11,726 23,139 8,257 8,317 16,574 97,692 21,679 111,227 230,598

梅津営業所 11,683 12,785 24,468 8,434 11,620 20,054 13,728 10,841 24,569 10,730 11,338 20,100 42,168 13,087 13,713 22,796 49,596 8,978 9,715 16,794 35,487 10,827 11,779 22,606 12,881 14,472 27,353 21,930 22,727 44,657 21,151 25,279 46,430 19,746 21,279 41,025 14,425 15,714 30,139 167,600 34,766 206,186 408,552

洛西営業所 6,381 6,752 13,133 4,855 6,000 10,855 7,713 5,381 13,094 5,752 6,346 10,022 22,120 6,271 6,898 10,408 23,577 4,947 5,582 8,644 19,173 6,355 6,191 12,546 8,058 8,262 16,320 12,073 12,097 24,170 12,410 14,221 26,631 11,105 11,556 22,661 8,369 8,443 16,812 94,289 18,826 107,977 221,092

小計 42,083 45,439 87,522 33,834 43,809 77,643 53,741 39,929 93,670 38,629 41,296 67,573 147,498 43,814 46,227 72,301 162,342 33,446 35,880 59,241 128,567 43,541 44,279 87,820 49,571 52,675 102,246 79,458 78,656 158,114 80,566 90,687 171,253 73,128 74,010 147,138 53,456 55,865 109,321 625,267 123,403 724,464 1,473,134

対象建物

月ごとの使用量(kWh)　［令和4年10月～令和5年9月 実績値］

令和5年度 令和4年度 通年



1頁

( )

令和6年度
№ 1 　物品番号

基本料金（常時電力）

特記なし

№ 2 　物品番号

電力量料金　重負荷時間 夏季（７月１日～９月３０日）の毎日１０時から１７時まで（休日等を除く）

特記なし

№ 3 　物品番号

電力量料金　昼間時間 毎日８時から２２時までの時間（重負荷時間及び休日等を除く）

特記なし

№ 4 　物品番号

電力量料金　夜間時間 重負荷時間及び昼間時間以外の時間

特記なし

№ 　物品番号

№ 　物品番号

№ 　物品番号

№ 　物品番号 金額

品名

規格

数量 単位

金額

品名

規格

単価

数量 単位

数量 単位 単価

単価

金額

品名

規格

金額

品名

規格

数量 単位 単価

数量 724,464 単位 kWh 単価 ¥13.96

¥17.88

金額 ¥10,113,517.44

品名

規格

金額 ¥11,179,773.96

品名

規格

数量 625,267 単位 kWh 単価

数量 123,403 単位 kWh 単価 ¥22.70

¥1,477.30

金額 ¥2,801,248.10

品名

規格

10.00%

金額 ¥6,789,670.80

品名

規格

数量 4,596 単位 kW 単価

※「休日等」とは，日曜日，「国民の祝日に関する法律」に規定する休日，１月２日，１月３日，４月３０日，５月１日，５月２日，１２月３０日及び１２月３１日とする。

件名：
電力の供給（西賀茂営業
所ほか５施設） 単価契約依頼明細書¥30,884,210

税区分 課税 税率

※「休日等」とは，日曜日，「国民の祝日に関する法律」に規定する休日，１月２日，１月３日，４月３０日，５月１日，５月２日，１２月３０日及び１２月３１日とする。
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